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令和 6 年度検認事務 添付書類および確認事項一覧 
 

「被扶養者検認調書」が未提出となった場合には、扶養の事実について判断いたしかねますので、被扶養者より削除いたします。 

その後、再認定を行う場合には、「被扶養者（異動）届」の提出が必要になりますのでご承知おきください。 

※必要に応じて状況をお伺いし、追加で提出書類を依頼することありますのでご了承ください。 

※提出いただいた書類は返却いたしません。原本を提出される場合、必要があればコピーを取っておいてください。 
 
共通事項：障害者の方は「障害者手帳（写）」を添付してください。 

１．収入の確認 

収

入

な

し 

Ａ 令和 5 年中も収入なし 

・非課税証明書（原本） 令和 6 年度（令和 5 年 1 月～12 月分）のもの 

令和 6 年 1 月 1 日時点で住民登録があった市区町村で発行を受けてください。 

「市民税・県民税証明書」「住民税証明書」等自治体により名称が異なります。 

市区町村により、金額欄がアスタリスク（*）で表示されます。 

（注）3 ヶ月以内に発行されたもの 

Ｂ 

令和 5 年中に収入あり 

 

現在収入はないが、令和 

5 年中は収入があった方 

【失業保険の受給が終了している方】 

・雇用保険受給資格者証（両面の写し） 
 
【失業保険を受給していない方】 

・退職日のわかる書類  

退職証明書（写）、源泉徴収票（写）※退職日の記載があるもの、離職票（写）等 

Ｃ 学生 全日制 

（大学、専門学校 等） 
・学生証（写）または 在学証明書（原本） 

Ｄ 
学生 

夜間・通信・予備校・大学院

科目等履修生 等 

・学生証（写）または 在学証明書（原本） 

・非課税証明書（原本） 令和 6 年度（令和 5 年 1 月～12 月分）のもの 

 （非課税証明書の注意事項は【Ａ】を参照してください。） 

収

入

あ

り 

Ｅ 給与収入 

（パート・アルバイト 等） 

・令和 5 年分源泉徴収票（写）または 令和 5 年 1～12 月までの給与明細書（写） 

※令和 5 年 10 月以降に勤務開始された方は、令和 5 年分源泉徴収票（写）及び令和 6

年１月から現在までの給与明細書（写）を添付してください。 

注）給与明細書は氏名、会社名、支給月、総支給額が確認できるもの。 

【勤務して間もない場合】  

・「雇用契約書（写）」および「現在交付されている全ての給与明細書（写）」 

※雇用契約書は給与明細が 3 ヶ月以上ある場合には省略可  

Ｆ 
年金収入 

老齢・障害・遺族・共済・  

年金基金・企業年金・恩給 等 

・直近の「年金振込通知書（写）」 または 「年金改定通知書（写）」 

令和 6 年 4 月 1 日以降に発行されたもの。 

「公的年金等の源泉徴収票」は不可。 

「受給者氏名」および「受給額」が確認できるようコピーしてください。 

Ｇ 自営業・農林漁業・利子 

不動産・配当収入 等 
・令和 5 年分確定申告書の控え 一式（写）〈 確定申告書、収支内訳書 等一式 〉 

Ｈ アルバイト 【学生】 

全日制（大学・専門学校 等） 

・学生証（写）または 在学証明書（原本） 

（収入に関する添付書類は不要です。必ず検認調書に年間収入を記入してください。） 

Ｉ 
アルバイト 【学生】 

夜間・通信・予備校・大学院

科目等履修生 等 

・学生証（写）または 在学証明書（原本） 

・収入のわかる書類 令和 5 年分源泉徴収票（写）等【Ｅ】を参照してください。 

Ｊ 失業保険受給中 または 

令和 5 年 1 月以降に受給終了 
・雇用保険受給資格者証（両面）（写） 

Ｋ 傷病手当金受給中 
・支給決定通知書 等（写） 

「受給日額がわかるもの」または「受給日数および受給額」がわかるもの 

Ｌ 

年収（130 万円）の壁 ・被扶養者の収入確認に当たっての「一時的な収入変動」に係る事業主の証明書 

・雇用契約書（写） 

年収が認定要件の 130 万円（60 歳以上は 180 万円※1）を超過する場合でも、それが  

一時的な収入変動である場合は、検認対象被扶養者の勤務先事業主からの証明書の提出に

より、年収要件を満たしているものとします。（連続 2 回まで） 

※1 60 歳以上または障害年金を受けられる程度の障害者 

Ｍ 

新型コロナウイルスワクチ

ン接種業務に従事する医療

職の方 

・「新型コロナウイルスワクチン接種業務に従事した際の収入に係る申立書」 

令和 5 年 1 月～12 月分の収入において、新型コロナウイルスワクチン接種業務に従事し

たことにより、年収が認定要件の 130 万円（60 歳以上は 180 万円※1）を超過する場合、

「新型コロナウイルスワクチン接種業務に従事する医療職の被扶養者の収入確認の特例」

が適用されます。（令和 6 年 3 月末まで） 

複数の事業所で業務を行った場合は、それぞれの事業所毎に申立書の提出が必要となりま

す。 

注）医療職ではない方や医療職であっても受付業務の場合は、特例措置の対象とはなりま

せん。 

※1 60 歳以上または障害年金を受けられる程度の障害者 
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２．同居・別居の確認 

別 

居 

Ｎ 通学のため 全日制 

（大学、専門学校 等） 
仕送りに関する添付書類は不要です。必ず検認調書に「仕送り額」を記入してください。 

Ｏ 単身赴任（会社都合） 
会社都合による赴任であることの証明 

・辞令（写）等 

Ｐ 

≪仕送り額の確認≫ 
 
・通学（夜間 等） 

・単身赴任（自己都合） 

・海外居住 

・上記理由以外 

仕送り額がわかるもの 

・銀行振込明細書（写）、通帳（写）、現金書留の控え（写） 

（「だれからだれへ」「いつ」「いくら」送金したのか確認できるもの） 

（送金額が毎月定額の場合は 3 ヶ月分、不定額の場合は 1 年分） 

※手渡しは認められません。 

国
内
居
住
要
件
の
例
外 

Ｑ 

例外該当事由 添付書類（全て写し） 

①  外国において留学をする学生（留学） 
・査証 

・学生証、在学証明書 等 

②  外国に赴任する被保険者に同行する者（同行家族） 

・査証 

・海外赴任辞令 

・海外の公的機関が発行する居住証明書 等 

③  観光、保養又はボランティア活動その他就労以外の目的で一時的に

海外に渡航する者（特定活動） 

・査証 

・ボランティア派遣機関の証明 

・ボランティアの参加同意書 等 

④  被保険者が外国に赴任している間に当該被保険者との身分関係が生

じた者であって、②と同等と認められる者（海外婚姻等） 
・出生や婚姻等を証明する書類 

⑤  ①から④までに掲げる者の他、渡航目的その他の事情を考慮して日

本国内に生活の基礎があると認められる者 

※個別に判断 

※書類が外国語の場合には翻訳者が署名した日本語の翻訳を添付           

「別居届」「同居届」について（事業所を経由して提出する書類になります。） 

１．当組合において別居の登録がされていない場合には、別途「別居届」および追加書類の提出が必要になります。 

単身赴任（会社命令）の場合 

① 別居届（「住所変更届」を使用し、表題横に「別居届」と記入してください。） 

上記理由以外 

① 別居届（「住所変更届」を使用し、表題横に「別居届」と記入してください。） 

② 住所のわかる書類 （住民票（原本）・賃貸契約書（写）等） 
 
２．当組合において別居の登録がされているが、現在同居している場合には、別途「同居届」の提出が必要になります。 

① 同居届（「住所変更届」を使用し、表題横に「同居届」と記入してください。） 

 

３．夫婦共同扶養の確認 

配偶者に関する下記の書類を添付してください。 

夫

婦

共

同

扶

養 

Ｒ 給与収入 

・令和 5 年分源泉徴収票（写）または 令和 5 年 1 月～12 月までの給与明細書（写） 

※令和 5 年 10 月以降に勤務開始された方は、令和 5 年分源泉徴収票（写）及び令和 6

年１月から現在までの給与明細書（写）を添付してください。 

注）給与明細書は氏名、会社名、支給月、総支給額が確認できるもの。 

【勤務して間もない場合】  

・雇用契約書（写）および 現在交付されている全ての給与明細書（写） 

 ※雇用契約書は給与明細が 3 ヶ月以上ある場合には省略可 

Ｓ 自営業・農林漁業・利子 

不動産・配当収入 等 
・令和 5 年分確定申告書の控え 一式（写）（確定申告書、収支内訳書 等一式） 

Ｔ 産前産後休業中 

育児休業中 
・欠勤前の給与明細書 3 ヶ月分（写） 

Ｕ 傷病手当金受給中 
・支給決定通知書 等（写） 

「支給日額がわかるもの」または「支給日数および支給額」がわかるもの 

Ｖ 失業保険受給中 ・雇用保険受給資格者証（両面）（写） 

 

 


